
令和７年 城里町告示第 １１８ 号 
 
　次の工事について、一般競争入札（以下「入札」という。）を行うので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６及び城里町財務規則（平成１７年城里町規則

第４０号）第１１７条の規定により次のとおり公告する。 
 
　令和７年４月２２日 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　城里町長　　上遠野　　修 
 
１　入札対象工事 
　　入札対象工事は、次の各号に掲げるとおりとする。 

　　 
２　入札参加形態 
　　入札参加形態は、単体とする。 
 
３　入札参加要件 
　　入札参加については、次の各号に掲げる入札参加要件を満たしていなければならない。 
　　（１）城里町建設工事等有資格業者名簿（令和７・８年度）に登載されていること。 
　　（２）地方自治法施行令第１６７条の４第１項及び茨城県建設工事請負業者指名停止 
　　　　　等措置要領第２条第１項並びに城里町建設工事等入札参加資格停止措置要領（令

和５年城里町告示第３５号）第２条の規定に該当していないこと。 
　　（３）城里町政治倫理条例（平成１７年６月２１日条例第１６９号）第４条第１項の規

定を満たしている者。 
　　（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てをして

いない者。又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき更生手続開始

の申立てをした者又は民事再生法に基づき再生開始の申立てをした者にあって

は、手続開始の決定がなされた後において入札参加資格の再認定を受けている者。 
　　（５）社会保険等（健康保険，厚生年金保険及び雇用保険）に加入していること。ただ

し、法令に基づき適用を除外されている場合（建設国保や全国土木建築国保等の

国民健康保険組合に加入）は、社会保険等に加入しているものとみなす。 

 
工事番号及び工事名 令和７年度　道の駅かつら移転事業建築工事（7-MK-KK）

 

工 事 の 概 要

建築工事　　　　１．０式 

　直売所棟　地上２階　Ｓ造　建築面積１１８８．５２㎡ 

　　　　　　　　　　　　　（延べ面積１９０５．１０㎡） 

　荷捌き棟　地上１階　Ｓ造　建築面積５３．０㎡ 

　備蓄倉庫棟　地上１階　Ｓ造　建築面積３０．６㎡ 

　LPG 保管庫棟　地上１階　Ｓ造　建築面積４．０㎡ 

電気設備工事　　１．０式 

機械設備工事　　１．０式 

外構工事　　　　１．０式
 

工 事 場 所 東茨城郡城里町大字　御前山地内

 工 期 契約日の翌日　から　令和８年３月２５日まで



　　（６）茨城県内に本社（本店）または委任先営業所等があること。 
　　（７）本町納税義務等に対し完納していること。 
　　（８）契約締結日から１年７月以内の経営基準日の経営事項審査を受けていること。 
　　（９）本町資格審査等において建築一式工事の総合評価値が「１，０００点以上」であ

ること。 
　　（１０）同種工事として平成１７年４月１日から令和７年３月３１日の期間に竣工した対

象工事を元請け（共同企業体の構成員としての実績は、代表構成員の場合のもの

に限る）として施工した実績があること。 
　　　　　※対象工事は、施工に係る部分が２階建以上あり、ＲＣ造（ＳＲＣ造を含む）又

はＳ造で、延べ面積１，３００㎡以上の建築物の建築一式工事（新築、増築又は

改築に限る）とする。 
　　（１ １）技術者は、建築一式工事において建設業法第２６条に規定する監理技術者になり

得る者を専任配置すること。 
 
４　入札参加申請等の方法 
　　入札参加申請は、下記書類を電子入札システム（以下「システム」という。）により期

間内に提出すること。 
　　（１）競争参加資格確認申請書 
　　（２）提出期間　　令和　７年　４月２３日（水）から 
　　　　　　　　　　　令和　７年　５月１４日（水）まで 
　　　　　※土日祝日は除く午前９時から午後６時まで。 
　　　　　　ただし、最終日は、午後４時まで 
　　　　　※申請にあたってはダミーファイルを添付すること。 
 
５　申請書類及び設計図書の閲覧及び販売 
　　申請書類及び設計図書の閲覧及び販売期間及び場所は、次に掲げるとおりとする。 
　　（１）閲覧期間　　令和　７年　４月２２日（火）から 
　　　　　　　　　　　令和　７年　５月１４日（水）まで 
　　（２）閲覧場所　　城里町ホームページ 
　　　　　※「ホームページ（http://www.town.shirosato.lg.jp/）」の「入札情報」より申

請書類及び設計図書をダウンロードすることができる。 
　　（３）販売期間　　令和　７年　４月２２日（火）から 
　　　　　　　　　　　令和　７年　５月１４日（水）まで 
　　　　　※土日祝日を除く午前９時から午後４時まで。（ただし、正午から午後１時を除く）  
　　（４）販売場所　　城里町役場　財務課 
　　　　　※販売額２００円（申請書類及び設計図書等を PDF ファイル化し、CD-R に複写

したもの） 
 
６　設計図書等の質問 
　　設計図書に対する質問等は、次により行う。 
　　（１）受付期間　　令和　７年　４月２２日（火）から 
　　　　　　　　　　　令和　７年　５月１４日（水）まで 
　　（２）方　　法　　ＦＡＸまたは E-mail により行うものとする。 

　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ番号：029-288-2065 



　　　　　　　　　　　　E-mail　　：keiyaku@town.shirosato.lg.jp 

                     　　城里町役場　財務課　管財 Gまで 

　　（３）質問等の　　質問の回答は令和　７年　５月１５日（木）以降、随時 FAX 又は 

回答及び　　E-mail により行う。 

　　　　　閲覧方法　　閲覧場所は城里町役場財務課ならびに城里町ホームページの 
　　　　　　　　　　　「入札情報」にて、開札日前日の午後４時まで閲覧可能とする。 
 
７　入札参加申請書等に関する説明会 
　　入札参加申請等に関する説明会は、行わない。 
 
８　入札参加資格の確認等 
　　落札候補者は、下記書類をファクシミリ等で提出し審査を受けなければならない。 
　　なお、落札候補者に入札参加資格がないと認められた場合は、当該入札は「無効入札」 
　　となり、開札時の次順位者を新たな落札候補者として、同じ手順で資格審査を行う。 
　　この審査は、落札者が決定するまで行う。 
　　（１）提出書類 
　　　　　①最新の経営規模等評価結果通知書、総合評定値通知書または経営状況分析結果

通知書の写し 
　　　　　②技術者等配置予定表（様式第５号） 
　　　　　③配置予定技術者及び現場代理人の健康保険証と雇用保険の写し 
　　　　　④配置予定技術者の資格者証等の写し 
　　　　　⑤元請けとしての施工実績が確認出来る書類 
　　（２）提出期限 
　　　　　　入札（開札）日の翌日の正午まで。 
　　　　　　※翌日が土日祝日の場合は、翌週の月曜日の正午まで。 
　　　　　　　ただし、次順位者であった者の提出期限は別に指定する。 
 
９　現場説明会 
　　現場説明会は行わない。 
 
１０　入札（開札）日時、場所及び方法 
　　入札の日時、場所及び方法は、次の各号に掲げるとおりとする。 
　　（１）開札の日時 
　　　　　令和　７年　５月３０日（金）午前９時００分から 
　　（２）開札の場所 
　　　　　城里町役場　財務課 
　　（３）予定価格 
　　　　　￥１，５８８，９６０，０００円（消費税相当額を含まない） 
　　（４）入札の方法 
　　　　　①入札書は次に掲げる期間にシステムにより提出すること。 
　　　　　　令和　７年　５月１５日（木）から令和　７年　５月２９日（木）まで 
　　　　　　　※土日祝日を除く午前９時から午後６時まで。ただし、最終日は午後４時 
　　　　　　　　まで。 
　　　　　②工事費内訳書の提出期間は、入札書の提出期間と同様とし、システムにより電



子ファイルで提出すること。 
　　　　　③工事費内訳書は、数量、単価、金額等を明らかにしたものとする。 
　　　　　④提出した入札書は、書替え、引換え又は撤回することができない。 
　　　　　⑤予定価格には城里町低入札価格調査制度実施要綱に規定する調査基準価格を

設定するものとする。 
⑥予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申し込みをした者を落札者候

補者とする。ただし、調査基準価格に満たない入札をした者は、最低の価格を

もって申し込みをした者であっても落札者候補者とならない場合がある。 
　　　　　⑦失格基準価格は設定しないものとする。 

　　　　　⑧調査基準価格に満たない入札をした者は、事後の事情聴取、書類の提出等に協

力すること。 

⑨入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者又は免税事業者に関係な

く見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記

載すること。 

⑩入札執行回数は、１回とする。 
⑪落札候補者となるべき同額の入札をした者が２者以上あるときは、システムの

くじにより落札候補者を決定する。 
　　（５）入札結果の連絡 
　　　　　参加者に対し、システムにより通知する。 
　　（６）入札の無効 
　　　　　次に掲げる入札については、無効とする。 
　　　　　①入札について、不正行為があったとき。 
　　　　　②有効な電子証明書を取得していない者が入札をしたとき。 
　　　　　③申請書又は、資料に虚偽の記載をしたとき。 
　　　　　④入札（開札）執行時点において、「３入札参加要件」をみたさなくなったとき。 
　　　　　⑤町長の承諾を得ず紙入札をしたとき。 
　　　　　⑥電子入札と紙入札の両方を行ったとき。 

⑦その他城里町財務規則等で定める入札の条件に違反したとき。 
 
１１　入札保証金及び契約保証金 
　　入札保証金及び契約保証金は、次の各号に掲げるとおりとする。 
　　（１）入札保証金については、免除とする。 
　　（２）契約保証金については、契約金額の１００分の１０以上の金額を納付する。 
　　　　　ただし、城里町財務規則第１３８条第１項ただし書の規定に該当する場合は免除

とする。（役務的保証を求める場合は、保証金額が請負代金の１０分の３以上の

金額となっている公共工事履行保証契約を締結すること。） 
 
１２　支払条件 

支払条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 
　　（１）前金払については、城里町財務規則第１５１条の規定により請求することができ

る。なお請求金額は、請負金額の４割以内とする。 
　　（２）中間前金払については、城里町財務規則第１５１条の２の規定により請求するこ

とができる。 
　　（３）部分払においては、城里町財務規則第１５２条の規定により請求することができ



る。 
 
１３　議会の議決に付すべき契約 
　　入札対象工事の契約については、地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第９６条第１項

第５号の規定による議会の議決を得た日から本契約とする。 
 
１４　入札後の異議の却下 
　　入札に参加した者は、入札後において、この公告、設計図書、工事請負契約書、現場等

についての不明を理由として異議申し立てることが出来ない。 
 
１５　分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化 
　　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）に基づき、

分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられた工事に該当

するか否かは、工事ごとに明示する。 
 
１６　その他 
　　（１）配置予定技術者等は、申請人との間に３箇月以上の雇用関係があること（健康保

険被保険者証の写しで確認する）。 
　　（２）落札者は、落札決定後「CORINS」等により配置予定技術者等の専任義務違反の

事実が確認された場合は、契約を解除する。 
　　　　　ただし、病気等極めて特別な場合においては、当初の配置予定技術者等と同等以

上の者を配置することにより変更することができる。 
　　（３）提出された資料等は、返却しない。（公表・無断使用することはない） 
　　（４）やむを得ない事態が生じたときは入札執行を中止又は延期することがある。 
　　（５）「CORINS」登録（５百万円以上）及び解体工事に要する費用等については監督

職員の確認後登録、作成すること。 
　　（６）工事費内訳書とは、本工事費内訳書である。 
 
１７　入札及び契約関係図書等の閲覧 
　　この公告に定めるほか、城里町財務規則、工事請負契約書その他本町の入札及び契約に

関する必要な情報は、次の掲げる場所において閲覧することができる。 
 
　　閲覧場所　　城里町役場　財務課　　管財 G



町工事を受注希望される皆様へ 

 

　城里町からのお願い　 

 

　城里町が発注する建設工事について、受注者（建設業者）は、次の事項に留意さ

れるようお願いいたします。 

 

１　町内業者・町内産資材の積極的活用について 

　町工事を受注される建設業者の方は、町内産業健全育成のため次の点に留意さ

れるようお願いいたします。 

　①　受注者が下請業者を使用する場合は、できるだけ城里町内に主たる営業所

（本店）を有する業者を選定してください。 

　②　受注者が使用する建設資材については、できるだけ町内産資材（町内で生

産されるもの又は町内に本店を有する業者が取り扱うもの）を選定してくだ

さい。 

 

２　社会保険等の加入に関する下請への指導等について 

　　町工事を受注された建設業者の方は、下請企業及びその労働者の社会保険等

への加入を促進するため、「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン（令

和４年４月一部改訂）に規定された元請企業としての役割と責任について果たし

ていきますようお願いいたします。」 

　　（主な役割等） 

　　・社会保険等に加入する義務があるにもかかわらず加入していない建設業者

を下請企業に選定しないこと。 

　　・提出された作業員名簿等により、加入義務があるのに未加入の作業員が作業

員が発覚した場合は、作業員名簿を作成した下請企業に対し、適切に加入さ

せるよう指導すること。 

　　・法定福利費を内訳明示した見積書の提出について、下請企業に対する見積条

件に明示し、提出された場合は、その見積書を尊重すること。 

　　・法定福利費を一方的に削減したり、労務費そのものや他の費用で減額調整を

行うなど、実質的に法定福利費を賄うことができない金額で下請と建設工

事の請負契約を締結することは厳に慎むこと。 

　　・一人親方が、工事を請け負う個人事業主として現場に入場するのか、実態が

雇用契約を締結すべきと考えられる雇用労働者として現場に入場するのか、

十分確認すること。


